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租税特別措置・補助⾦・基⾦の適正化に向けた提案募集の結果について
 租税特別措置・補助⾦・基⾦の適正化に向け、 2026年1⽉5⽇〜2⽉26⽇にかけて提案募集を実施し、総
計37,174件の貴重なご提案・ご意⾒をいただきました。本資料は、ご提案・ご意⾒の概要を以下の⽬次項⽬に
沿ってまとめたものです。

 内容の整理にあたっては⽣成AIによる分析を参考として活⽤いたしました。
 頂戴したご提案については、今後の⾒直しの検討にあたり、参考として活⽤いたします。なお、本取組は多数決で
はなく、ご提案・ご意⾒を幅広く⾒直しの参考とさせていただくものであり、内訳において割合の⼤きい分野・税⽬の
ご提案・ご意⾒を優先的に参考とするものではありません。

（注）租税特別措置・補助⾦・基⾦以外についてのご提案は、今回の取組趣旨に鑑み、本資料へは掲載していません。

⽬次
• 補助⾦・基⾦に関する主なご提案・ご意⾒・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P.３〜
• 租税特別措置に関する主なご提案・ご意⾒・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（略）
• 地⽅税における税負担軽減措置等に関する主なご提案・ご意⾒・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（略）
• （参考）提案募集の集計結果内訳・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（略）
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補助⾦・基⾦に関する主なご提案・ご意⾒

○効果検証を強化し、成果に基づく制度運⽤へ転換すべき
 教育、医療、エネルギー、経済協⼒、中⼩企業等多くの分野で、成果指標が未設定あるいは費⽤対効果が不透明であり、政策効
果の検証が⼗分に⾏われていない。効果が確認されないまま事業が継続し、類似施策が重複・並⽴している例もある。

○政策⽬的と⼿段を精査し、公平で⽬的に即した政策設計・運⽤を徹底すべき
 男⼥共同参画、地⽅創⽣分野等で、政策⽬的と関連の薄い⽀出がなされているほか、本来政策⼿段であるべきものが⽬的化してい
る。外国⼈関連、外交・経済協⼒、エネルギー分野等で、受益者や補助対象の設定が不公平である。

○事業構造や執⾏⾯の改善により、透明性・効率性を⾼め、不正・中抜きを防⽌すべき
 ⼦ども⼦育て、NPO、観光、地⽅創⽣、研究開発分野等で、情報開⽰が不⾜しており、公⾦の流れや事業選定の妥当性が⾒えに
くい。複雑な事業構造の中で事業が委託・再委託されることもあり、不正・中抜きが⽣じやすい構造になっている。

○補助⾦依存体質を改め、⾃治体・事業者の⾃⽴や成⻑につながる仕組みに改めるべき
 教育、国⼟交通、農林漁業、地⽅創⽣分野等で、補助⾦が事業の前提となっている例がある。経済産業分野において、中⼩企業
区分に留まることで補助⾦要件を満たそうとするなどのモラルハザードが⽣じており、⽣産性の低い企業の再編や撤退が進みにくい。

○申請・報告等の事務負担を軽減し、現場が本来業務に専念できるようにすべき
 ⾃治体・農業者・中⼩企業等の現場で、必要書類の多さや紙⽂化・多段階の処理が負担となり、本来業務が圧迫されている。

（概要）
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補助⾦・基⾦に関する主なご提案・ご意⾒
（社会保障分野）

○障害福祉分野の補助⾦・給付⾦・負担⾦で不
正受給・形骸化が発⽣している
 障害者の就労継続⽀援において、給付⾦の獲得のみを⽬
的とした、障害者に⽀援を提供しない／障害者が実作業に
従事しない、形骸的な運営や囲い込みが横⾏している。給
付が本来の⽬的に沿っておらず、障害者にとっても就労機会
が失われている。

（例）障害者⾃⽴⽀援給付費負担⾦／障害者雇⽤納付⾦制度に基づ
く助成⾦

○⼦ども・⼦育て⽀援制度全体が複雑化しており、
全体の⾒直しを含めた改善が必要
 ⼦ども・⼦育て⽀援に関する補助等の制度が積層化。運⽤が
過度に複雑化しており、情報開⽰も不⾜している。

 出⽣数が減少を続ける中で、成果指標や政策効果の検証が
⽰されず、予算増額が先⾏している。こども家庭庁予算全体の
抜本的⾒直しが必要。

 啓発やイベント、NPOへの委託事業について、政策効果が乏し
いものは縮減すべき。委託先による中抜きが疑われる。

 家族形成を後押しするためには、臨時の現⾦給付から、持続
的かつ構造的な効果を持つ⽀援に転換すべき。

（例）こども家庭庁予算

○妊娠・出産に関する現⾏制度の費⽤構造が不
透明
 妊娠・出産費⽤について、給付範囲や⾃⼰負担の考え⽅が複
雑であり、最終的な⾃⼰負担額が事前に把握しにくいなど、透
明性の観点で課題がある。

 ⾃然分娩の費⽤については、地域間・医療機関間で差が⼤き
く、不透明になっている。

（例）出産育児⼀時⾦

○医療分野の補助⾦の効果検証が不⾜している
 医療DXについて、導⼊⾃体が⽬的化している。システム導
⼊コストに⽐し、医療現場の負担軽減効果が⼗分検証され
ていない。現場視点での効果測定が必要。

 コロナ対策の安全性・有効性が検証されていない。コロナ対
策の検証、総括を国⺠に⽰してほしい。

 特定健康診査は、医療費の増⼤を防ぐとの⽬的につながっ
ていないのではないか。

（例）医療DX関連補助⾦／特定健康診査・特定保健指導に係る財
政⽀援
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補助⾦・基⾦に関する主なご提案・ご意⾒

○NPO関連事業で不透明な構造と中抜き
が発⽣している
 公⾦の⽤途が事業者の私益に流れ、補助⾦が団体
維持や関係者の収益源となる構造が発⽣している。

 会計処理や経費の妥当性が⼗分に検証されないまま、
成果指標も曖昧な状態で、補助⾦の交付が継続さ
れる仕組みが定着している。

 ⾏政業務の外注化によりコストが膨張し、補助⾦によ
る⽀援を前提とした依存構造を⽣んでいる。

（例）NPO関連補助⾦等

○⽀援対象が困難⼥性に偏り、男性の困難が
扱われていない
 ⾃殺や路上⽣活など、深刻な困難状況にいる男性が多
くいるにもかかわらず現⾏制度の⽀援の対象が⼥性に
偏っている。性別を限定した⽀援制度が継続し、ニーズに
応じた公平な⽀援体制になっていない。

（例）困難な問題を抱える⼥性⽀援推進等事業費／⼥性⾃⽴⽀
援事業費補助⾦／⼥性保護事業費負担⾦

○⺠族・ ⽂化関連施策の対象や運⽤が不明確
 特定の⺠族・⽂化関連の補助⾦に多額の予算措置が継続
しているため、その効果検証を⼗分に⾏うべき。

 公⾦の中抜きを避けるため、事業の委託先が特定の団体に
偏らないようにすべき。

（例）多⽂化共⽣関連補助⾦

（共⽣・共助、男⼥共同参画、若者活躍分野）

○男⼥共同参画予算の使途が不明であり、効果
検証も不⼗分
 男⼥共同参画予算全体について、配分が不透明で、効果測
定も不⼗分であることから、⼤幅に縮⼩する・⾒直す必要。

 予算が政策⽬的との関連が薄い啓発イベント等に充てられる
との疑念がある。

 予算がセミナーや意識調査等に充てられ、定量的な⽬標も無
い中で成果が検証しにくい。実際の男⼥格差是正は教育・雇
⽤環境整備で⼗分に対応可能。

（例）地域⼥性活躍推進交付⾦／⼈権教育・啓発活動⽀援事業関連
補助⾦
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（教育分野）
○私学助成等について重点化・適正化を図るべき
 少⼦化が進んでいるにもかかわらず私⽴⼤学が増加しており、供給過剰となっていることなどを踏まえて、私⽴⼤学の統廃合や再
編を進めていくべき。

 少⼦化が進み、定員割れが常態化している私⽴⼤学も多い中、実態として私学助成が私⽴⼤学の経営維持のための⽀援と
なっており、私⽴⼤学の再編や撤退を阻害しているほか、教育の質の維持・向上に使われているかも不透明。教育の質や定員の
充⾜状況等を踏まえた配分の適正化や、国公⽴⼤学への重点化など、⽀援対象の⾒直しを図るべき。

（例）私⽴⼤学等経常費補助⾦

○⾼校無償化について、⽀援対象の限定や効果検証が必要
 ⽀援の対象範囲について、⼀律に⽀援を拡⼤するのではなく、所得⽔準や学習意欲等に係る要件を厳格化するなど、真に必要
な世帯に重点化すべき。税⾦が財源であることなどを踏まえ、⽇本国籍を有する⽣徒に限定すべき。

 特に、私⽴⾼校に対する⽀援については、公⽴⾼校との役割の違いや公⽴⾼校に対する⽀援とのバランス等の観点を踏まえた⾒
直しや効果検証が必要であり、公⽴⾼校への重点化を図るべき。

（例） ⾼等学校等就学⽀援⾦交付⾦

○効果や必要性の検証を徹底すべき
 GIGAスクール事業によるタブレット端末の導⼊は、学⼒の低
下を招くおそれがあり、必要性の検証が必要。

 リスキリング事業について、政策効果や必要性が不明確であ
り、精査が必要。

（例）公⽴学校情報機器整備事業費補助⾦／⼈材開発⽀援助成⾦
（リスキリング⽀援コース）／リスキリングを通じたキャリアアップ⽀援事業費
補助⾦

○⾼等教育の修学⽀援新制度は要件の⾒
直しが必要
 ⼤学は、個⼈の⽣涯賃⾦を⾼めるための「私的投資」
としての側⾯があることも踏まえ、授業料等への⽀援に
ついては、所得⽔準や学習意欲等に係る要件を厳格
化する必要があり、真に⽀援が必要な学⽣への重点化
を図るべき。

補助⾦・基⾦に関する主なご提案・ご意⾒













○防災関連予算の効率化・透明化を図るべき
 公共施設の整備⾃体が⽬的化し、実際の避難⾏動や地域
防災⼒向上につながらない例が多い。

（例）災害時拠点強靱化緊急促進事業／無線システム普及⽀援事業
費等補助⾦／耐震対策緊急促進事業
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補助⾦・基⾦に関する主なご提案・ご意⾒
（観光分野）

○観光予算の政策効果を検証すべき
 どれだけ訪⽇客数や消費額の増加につながったのか、円安や
SNSによる拡散等の他の要因と切り分けた検証が⼗分にな
されていない。

 ⽬標設定が訪⽇客数に偏っており、地⽅部の宿泊数など地
域経済への波及といった⾯まで⼗分に検証できていない。

 全国旅⾏⽀援やクーポン型施策は、その場しのぎの需要喚
起にとどまり、定着効果が乏しいのではないか。

 コンサル等への丸投げ発注が⽣じやすく、現場に⾏き届く前に
委託費や事務経費が積み上がっている。

（例）独⽴⾏政法⼈国際観光振興機構運営費交付⾦／観光地域づく
り法⼈（DMO）⽀援事業

○オーバーツーリズム対策が不⼗分である
 巨額の国費を投じて誘客を進める⼀⽅で、地域住⺠の⽣
活への悪影響への対応が後⼿になっている。

 国際観光旅客税、ビザの発⾏⼿数料などの⼿数料の引き
上げがオーバーツーリズムの緩和につながるのではないか。

 オーバーツーリズムにより、とりわけ観光地における物価⾼騰
が顕在化し、⽣活コストが増⼤している。

 今後は、誘致予算を積み増すのではなく、オーバーツーリズ
ムによる地域住⺠への被害対策に重点を移すべき。

（例）独⽴⾏政法⼈国際観光振興機構運営費交付⾦／訪⽇外国
⼈旅⾏者受⼊環境整備緊急対策事業費補助⾦

○復興施策が⻑期化し、⾮効率化している
 制度上の終了期限や⾒直し時期が明⽰されていないインフラ
整備、産業⽀援、教育・研究、⼈材育成等、本来は通常の
国⼟政策・産業政策として実施すべき内容が、復興名⽬の
まま継続されている。

 ハード⾯の復興は概ね完了した⼀⽅、⼼の復興・コミュニティ
形成・絆⼒といった抽象的なソフト事業に復興予算を付け続
けるのは不健全。これらは⼀般会計の福祉政策として実施す
べきフェーズにあり、特別枠はむしろ被災地の⾃⽴を阻害する。

 当時被災していた地域に住所があるという理由だけでいまだに
医療費の窓⼝負担減免を受けている⼈がいる。

（例）福島再⽣加速化交付⾦／福島国際研究教育機構関連補助⾦

（復興・防災分野）








